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２）日本の株式・債券市場

出所）ブルームバーグのデータをもとにニッセイアセットマネジメント作成
※現地通貨ベース ＊ ▲はマイナスを表します。

１）先週の市場動向

≪株式≫
日本株式市場（日経平均株価）は、前週末比で小幅に上昇しました。
前週末に発表された12月の米雇用統計で、賃金上昇の伸びの鈍化が確認され、
米連邦準備制度理事会（FRB）の利上げペースが和らぐとの期待から、週初
より上昇しました。日銀による政策修正への思惑から13日（金）に国内長期
金利が日銀が許容する上限である+0.5％を突破すると、大幅に円高米ドル安
が進行し、業績採算への悪化懸念から、自動車などの輸出関連企業を中心に
売られ下落しました。
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≪ 株式 ≫
米国株式市場（NYダウ）は、前週末比で上昇しました。
12月米消費者物価指数（CPI）の発表を控え様子見ムードのなか、週初は小
幅に下落したものの、12月米CPIの伸びが前月から大幅に低下したことや、
ミシガン大学の消費者信頼感指数で１年先の期待インフレ率が2021年4月以
来の低水準となったことから、10日（火）から週末まで4営業日連続で上昇
しました。

４）外国為替市場≪債券≫
日本債券市場（10年国債金利）は、前週末比で上昇しました。
日銀は連続指値オペの実施などにより、金利上昇をけん制する姿勢を示して
いるものの、17～18日の金融政策決定会合で、再び長期金利の変動幅が拡
大されるとの思惑から、一時、日銀が許容する長期金利の上限である+0.5%
を超え、およそ7年半ぶりの高水準となるなど、週を通じて、+0.5%近辺で
の推移となりました。

5）今週の見通しについて
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３）米国の株式市場
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出所）ブルームバーグのデータをもとにニッセイアセットマネジメント作成
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米ドル/円相場は、前週末比で円高米ドル安となりました。
日銀が更なる政策修正を行うとの思惑がくすぶるなか、12月米CPIの伸びが
低下したことから、日米金利差が縮小するとの見方が強まり、一時127円台と、
2022年5月以来、およそ8ヵ月ぶりの円高米ドル安水準となりました。

雇用やインフレ関連の経済指標やFRB高官の発言を受け、FRBによる利上げ
ペースが和らぐとの期待から、先週の米国株式市場は上昇しました。
12日（木）に発表された12月の米CPIは前年同月比+6.5％と、前月の同
+7.1％から低下しました。住宅ローン金利の上昇による賃貸住宅への需要
は高く、住居費の上昇は続いているものの、エネルギーや中古自動車価格の
低下が続いています。市場では次回のFOMCでは0.25％に利上げ幅が縮小
されるとの見方が大勢を占めており、市場の関心は、利上げ停止時期とその
先の利下げの可能性に移りつつあるとみられます。引き続き物価や景気関連
の経済指標に注目が集まりそうです。
17～18日に開催される日銀金融政策決定会合で大規模金融緩和の副作用の
点検がされ、12月会合に続き政策修正が実施されるとの思惑から、長期金
利が上昇し、外国為替市場は円高基調となっています。今週の株式市場は、
日銀政策と金利動向を睨みながら、慎重に方向感を探ることとなりそうです。



3/3

商 号 等：ニッセイアセットマネジメント株式会社
金融商品取引業者
関東財務局長（金商）第369号

＜設定・運用＞

【当資料に関する留意点】

• 当資料は、市場環境に関する情報の提供を目的として、ニッセイアセットマネジメントが作成したものであり、特定の有価証券等の勧誘を目的とするものでは
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• 当資料のいかなる内容も将来の市場環境等を保証するものではありません。
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• 投資信託は投資する有価証券の価格の変動等により損失を生じるおそれがあります。

• 投資信託の手数料や報酬等の種類ごとの金額及びその合計額については、具体的な商品を勧誘するものではないので、表示することができません。
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